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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は関連会社を有しておりませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」欄は「－」で表示しており

ます。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

５．第35期における１株当たり配当額には、１株につき10円の特別配当が含まれております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第35期 

第１四半期 
累計期間 

第36期 
第１四半期 
累計期間 

第35期 

会計期間 
自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成24年４月１日 
至平成24年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成24年３月31日 

売上高（千円）  14,679,348  15,303,532  54,632,647

経常利益（千円）  2,322,799  2,232,625  4,847,739

四半期（当期）純利益（千円）  1,179,704  1,120,297  2,284,397

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  3,750,450  3,750,450  3,750,450

発行済株式総数（株）  9,781,600  9,781,600  9,781,600

純資産額（千円）  28,350,212  30,156,199  29,344,662

総資産額（千円）  44,983,528  47,320,432  48,841,971

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 124.14  117.89  240.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  60

自己資本比率（％）  63.0  63.6  60.0

－1－



 当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

２【事業の内容】

－2－



当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

当第１四半期会計期間において経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

(1)業績の状況 

 当第１四半期累計期間におけるわが国の景況は、シニア層の旺盛な消費意欲に支えられる個人消費の堅調さ

と、景況感の改善から企業に設備投資を再開する機運が芽生え、復興需要と相まって、わが国の経済は緩やかな

回復軌道を歩む時期となりました。 

 また引越業界と密接な関係にある住宅業界におきましても震災復興が続く東北地方を中心に、戸建て住宅が伸

長し、首都圏では防災対策を強化したマンションの売れ行きが順調で、底堅い需要で推移いたしました。 

 しかし当引越業界におきましては需要の伸びは見られず、インターネットの普及もあって相変わらずの激しい

シェア競争と価格競争に終始いたしました。 

 このような状況の下、当社では着実な経営努力をいたしました結果、当社の財政状態、経営成績は次のとおり

であります。 

  

①経営成績の分析 

イ 売上高 

当第１四半期累計期間の売上高は、全地区で作業件数が増加し、その結果売上高は 百万円（前年同四

半期比4.3％増）となりました。 

セグメント別の売上高は以下のとおりであります。  

（単位：千円）

    （注）その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であります。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

15,303

報告セグメント 
その他

(注) 
合計 

売上高 
北海道・ 

東北地区 
関東地区 

中部・東海

地区 
近畿地区 

中国・四国

地区 

九州・沖縄

地区 
計 

当第１ 

四半期 
 1,275,735  5,311,287  2,456,246  3,074,254  1,101,288  1,984,479  15,203,291  100,240  15,303,532

前第１ 

四半期 
 1,354,691  5,168,605  2,302,589  2,895,840  1,022,160  1,873,965  14,617,852  61,495  14,679,348

増減額  △78,956  142,682  153,657  178,413  79,128  110,514  585,439  38,744  624,184

増減率

(％) 
 △5.8  2.8  6.7  6.2  7.7  5.9  4.0  63.0  4.3

－3－



ロ 売上原価 

当第１四半期累計期間の売上原価は、労務費や外注費の増加等により、 百万円（前年同四半期比4.4％

増）となりました。 

ハ 販売費及び一般管理費 

当第１四半期累計期間の販売費及び一般管理費は、人件費や取扱手数料の増加等により、 百万円（前

年同四半期比8.6％増）となりました。 

ニ 営業外損益 

営業外収益につきましては、受取保険金の減少等により71百万円（前年同四半期比5.1％減）となりまし

た。 

営業外費用につきましては、特に説明する事項はありません。 

ホ 特別損益 

特別利益につきましては、特に説明する事項はありません。 

特別損失につきましては、投資有価証券評価損等により、25百万円となりました。  

以上の結果、営業利益は 百万円（前年同四半期比3.9％減）となり、経常利益は 百万円（前年同四

半期比3.9％減）となりました。また、四半期純利益につきましては、 百万円（前年同四半期比5.0％減）

となりました。 

  

②財政状態の分析 

イ 流動資産 

当第１四半期会計期間末の流動資産は、前事業年度末と比較し1,386百万円（25.6％）減少の 百万円と

なりました。 

これは主として、受取手形及び売掛金の減少（前事業年度末と比較し1,484百万円の減少）によるもので

す。 

ロ 固定資産 

当第１四半期会計期間末の固定資産は、前事業年度末と比較し135百万円（0.3％）減少の 百万円とな

りました。 

これは主として、車両運搬具（有形固定資産のその他）の減少（前事業年度末と比較し108百万円の減少）

によるものです。 

ハ 流動負債 

当第１四半期会計期間末の流動負債は、前事業年度末と比較し1,875百万円（14.5％）減少の 百万円

となりました。 

これは主として、買掛金の減少（前事業年度末と比較し1,468百万円の減少）によるものです。 

ニ 固定負債 

当第１四半期会計期間末の固定負債は、前事業年度末と比較し457百万円（7.0％）減少の 百万円とな

りました。 

これは主として、長期借入金の減少（前事業年度末と比較し434百万円の減少）によるものです。 

ホ 純資産 

当第１四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末と比較し811百万円（2.8％）増加の 百万円となり

ました。 

これは主として、利益剰余金の増加（前事業年度末と比較し787百万円の増加）によるものです。 

  

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(3）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(4）従業員の状況 

  前事業年度末に比べ従業員数が566名増加していますが、この増加は業容拡大に伴う定期採用等によるもので

す。 

  

8,809

4,326

2,168 2,232

1,120

4,024

43,295

11,054

6,110

30,156

－4－



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種 類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  32,000,000

計  32,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  9,781,600  9,781,600

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

完全議決権株式で、

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  9,781,600  9,781,600 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年４月１日～ 

平成24年６月30日  
 －  9,781,600  －  3,750,450  －  3,457,010

－5－



当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式28株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。  

   

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    278,400 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   9,501,400  95,014 同上 

単元未満株式 普通株式    1,800 － － 

発行済株式総数  9,781,600 － － 

総株主の議決権 －  95,014 － 

  平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社サカイ引越セン

ター 

堺市堺区石津北町56

番地 
 278,400  －  278,400  2.84

計 －  278,400  －  278,400  2.84

２【役員の状況】

－6－



１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準        ％ 

売上高基準       ％ 

利益基準        ％ 

利益剰余金基準     ％ 

第４【経理の状況】

1.5

3.3

3.9

1.4

－7－



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,894,277 1,994,446

受取手形及び売掛金 2,387,662 902,668

その他 1,143,856 1,140,636

貸倒引当金 △14,950 △13,057

流動資産合計 5,410,845 4,024,693

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 6,056,443 5,987,275

土地 33,530,460 33,530,460

その他（純額） 1,196,333 1,096,051

有形固定資産合計 40,783,237 40,613,788

無形固定資産 724,973 663,207

投資その他の資産   

その他 1,931,672 2,027,500

貸倒引当金 △8,757 △8,757

投資その他の資産合計 1,922,915 2,018,742

固定資産合計 43,431,126 43,295,738

資産合計 48,841,971 47,320,432

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,512,448 1,043,791

短期借入金 1,883,300 2,805,100

未払法人税等 1,662,339 1,189,101

賞与引当金 812,000 173,000

その他 6,059,795 5,843,099

流動負債合計 12,929,883 11,054,092

固定負債   

長期借入金 3,558,200 3,123,500

退職給付引当金 1,505,309 1,552,265

その他 1,503,916 1,434,375

固定負債合計 6,567,425 6,110,140

負債合計 19,497,308 17,164,232

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,750,450 3,750,450

資本剰余金 3,465,343 3,465,343

利益剰余金 25,994,052 26,781,739

自己株式 △597,034 △597,034

株主資本合計 32,612,812 33,400,498

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △11,384 △1,181

土地再評価差額金 △3,297,704 △3,297,704

評価・換算差額等合計 △3,309,088 △3,298,885

新株予約権 40,939 54,586

純資産合計 29,344,662 30,156,199

負債純資産合計 48,841,971 47,320,432
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

売上高 14,679,348 15,303,532

売上原価 8,438,249 8,809,086

売上総利益 6,241,098 6,494,446

販売費及び一般管理費   

給料 1,284,501 1,465,540

賞与引当金繰入額 109,179 102,911

退職給付費用 38,290 45,506

貸倒引当金繰入額 6,357 △1,892

その他 2,546,888 2,714,100

販売費及び一般管理費合計 3,985,217 4,326,166

営業利益 2,255,880 2,168,279

営業外収益   

受取利息 1,379 1,499

受取配当金 6,026 5,353

受取保険金 41,587 15,737

受取手数料 9,552 10,249

補助金収入 － 16,300

その他 16,967 22,489

営業外収益合計 75,513 71,628

営業外費用   

支払利息 8,595 7,258

その他 － 25

営業外費用合計 8,595 7,283

経常利益 2,322,799 2,232,625

特別利益   

固定資産売却益 2,813 1,051

特別利益合計 2,813 1,051

特別損失   

固定資産処分損 3,239 261

投資有価証券評価損 － 25,521

その他 200 －

特別損失合計 3,439 25,783

税引前四半期純利益 2,322,173 2,207,893

法人税、住民税及び事業税 1,263,575 1,146,297

法人税等調整額 △121,106 △58,700

法人税等合計 1,142,468 1,087,596

四半期純利益 1,179,704 1,120,297
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該当事項はありません。 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞ

れ33千円増加しております。 

  

該当事項はありません。 

  

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

   

【継続企業の前提に関する事項】

【会計方針の変更等】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 

至 平成24年６月30日） 

減価償却費 296,594千円 千円 278,349
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

 配当金支払額 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

 配当金支払額 

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  332,613  35  平成23年３月31日  平成23年６月20日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月16日 

定時株主総会 
普通株式  332,611  35  平成24年３月31日  平成24年６月18日 利益剰余金 

（持分法損益等）

（企業結合等関係）
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報  

（単位：千円）

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であり

ます。 

   ２．セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の経常利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報  

（単位：千円）

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であり

ます。 

   ２．セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の経常利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  報告セグメント  
その他

(注)１ 

合計 

(注)２   
北海道・ 

東北地区 
関東地区 

中部・東海

地区 
近畿地区 

中国・四国

地区 

九州・沖縄

地区 
計 

売上高  1,354,691  5,168,605  2,302,589  2,895,840  1,022,160  1,873,965  14,617,852  61,495  14,679,348

セグメン

ト利益 
 294,623  822,320  324,957  413,793  139,341  305,687  2,300,724  22,075  2,322,799

  報告セグメント  
その他

(注)１ 

合計 

(注)２   
北海道・ 

東北地区 
関東地区 

中部・東海

地区 
近畿地区 

中国・四国

地区 

九州・沖縄

地区 
計 

売上高  1,275,735  5,311,287  2,456,246  3,074,254  1,101,288  1,984,479  15,203,291  100,240  15,303,532

セグメン

ト利益 
 211,078  678,083  368,362  397,798  203,216  323,220  2,181,759  50,865  2,232,625
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

   

該当事項はありません。  

  

訴訟等について  

 当社の元従業員が帰宅途中に起こした交通事故に関して平成24年３月９日、被害者の遺族より、当社および当

社の元従業員に対し、損害賠償請求訴訟を提訴され現在係争中であります（賠償請求金額674,077千円）。 

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 

至 平成24年６月30日） 

   １株当たり四半期純利益金額 円 銭 124 14 円 銭 117 89

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  1,179,704  1,120,297

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  1,179,704  1,120,297

普通株式の期中平均株式数（株）  9,503,250  9,503,172

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要 

 ─  ─ 

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サカイ

引越センターの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第36期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サカイ引越センターの平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年８月10日

株式会社サカイ引越センター 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 小竹 伸幸  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 内田 聡   印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

   

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成24年８月10日 

【会社名】 株式会社サカイ引越センター 

【英訳名】 Sakai Moving Service Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  田島 哲康 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 堺市堺区石津北町56番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



  当社代表取締役田島哲康は、当社の第36期第１四半期（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

  特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




